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沖縄テレワーク推進事業費補助金（テレワーク施設活用事業）
補助事業計画申請書

申請者住所（郵便番号・事務所所在地）
申請者名（名称及び代表者の役職・氏名）


沖縄テレワーク推進事業費補助金（テレワーク施設活用事業）の交付を受けたいので下記の書類を添えて申請します。

また、株式会社●●及び別紙１の３．実施体制に記載の参画事業者は、沖縄テレワーク推進事業費補助金交付要綱別紙「暴力団排除に関する誓約事項」に記載されている事項のいずれにも該当しません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

・補助事業計画書（別紙１）
・支出計画書（別紙２）
・経費明細表（別紙３）
・補助事業概要（別紙４）
　・決算書
・会社情報
・連携主体に関する覚書




沖縄テレワーク推進事業費補助金（テレワーク施設活用事業）　補助事業計画書


１．申請者概要
	申請者区分（該当区分を丸で囲む）　
市町村　／　法人　／　個人事業者　／　市町村又は法人からなるコンソーシアム

	申請者名称（正式名称。コンソーシアムの場合代表機関について記載。以下同様）


	法人番号（申請者が自治体の場合は不要）：

	担当者所属・役職・氏名（ふりがな）：
　

	住所：〒

	電話番号：
	e-mail：

	ホームページURL：



２．事業計画
	（１）事業概要

	①事業の名称
 

	②活用するテレワーク施設の基礎情報
　ア．名称
　
　イ．住所
　
　ウ．アクセス方法
　　　（施設利用対象者の主要出発地からの移動手段・所要時間について記載すること）
　
　エ．施設運営体制
　（施設所有者及び施設管理、運営者の体制について記載すること。）
　　


	③事業概要（200字以内で簡潔に説明すること）
　

	④申請補助金額（千円）

	⑤事業期間


	⑥「沖縄テレワーク推進事業」のうち「テレワーク施設整備事業」の利用の有無
　

	⑦補助対象者の要件該当性
　（申請者（及び参画事業者）が公募要領「第２_２．補助対象者」の要件それぞれに適合しているかについて記載すること）
　

	（２）活用計画

	①－１．施設の目指す姿・事業目的
（当該テレワーク施設を取り巻く環境や現状の課題を分析したうえで、どのような利用者をターゲットとし、当該利用者や地域に対しどのような付加価値を提供する施設を目指すのか、具体的に記載すること。また、本事業を実施する目的についてわかりやすく記載すること。）
　


	①－２．事業内容
（具体的な事業内容について記載すること。例えば、ワークショップやモニターを開催する場合は内容や人数、日程・規模等、マッチング相談等のサービスを実施する場合は頻度や具体的なサービス内容等、定性的かつ定量的に事業内容を説明すること。）

　

	②周知・広報
（①－２の事業内容について、対外的に周知・広報する方法について記載すること。）
　

	③―１．達成目標
　（本事業を通じて達成すべき目標について、達成項目と指標を定量的に記載すること。なお、利用者の満足度については達成目標として必ず設定すること。）


	③－２．事業の効果測定方法
　（事業の効果をどのように測定するのかについて、方法（アンケート等）を記載すること）


	④事業の公共性
　（テレワーク施設立地市町村の対外的な計画等に事業内容に関連する記載がある場合は、その計画名・該当箇所・掲載ウェブページのURL及び事業との方向性の一致について具体的に説明すること。また、市町村が本事業に直接関与・協力している場合はその役割を具体的に説明すること。）
　


	⑤自立化に向けた計画
　（補助事業終了後、どのようにして事業を継続するかについて、。事業実施に係る支出や収入をどう工夫するかに触れながら具体的に記載すること）


	⑥事業の新規性
　（当該テレワーク施設において既に実施したことのある／実施している事業でないか、説明すること。なお、既に営業を開始している施設については、既存のサービスと比較しどの点が新しいかについて説明すること。）


	（３）事業の実現性及び効率性

	①実施体制の妥当性
（本計画書「３．実施体制」について、申請者等が本事業の遂行に必要な技術力、実績・経験、財務状況、人材等を有しているか記載すること。運営者が他の施設の運営経験を有している場合はその旨も記載すること。また、一次公募採択者が二次公募に応募する場合は、一次公募採択事業の遂行に対する支障がない旨も記載すること。）


	②スケジュールの妥当性
（本計画書「４．スケジュール」が、無理なく効率的に組まれているか等について記載すること。）


	③－１．支出計画の妥当性
　（別紙２の支出計画書について、無理なく実現可能なものになっているか、事業内容に照らして過大な経費が計上されておらず既存の設備を使用する等効率的な計画になっているか等について記載すること。）


	③－２．資金計画の妥当性
　（別紙３の経費明細表について、無理なく実現可能なものになっているかについて記載すること。）


	③－３．費用分担の適切性
（また、「過去５年以内に実施済み」、「現在実施中」、「現在申請中」、「今後申請予定」の国や自治体等による委託・補助事業のうち、本事業内容に類似・関連する内容の事業がある場合、その補助金名と費用分担・役割分担等を明確に記載すること。更に、本事業を行う上で必要な補助対象外の経費がある場合、それを自己負担等により適切に支出しているかについて記載すること。）



	（４）その他

	①他に特筆すべき内容
（他の沖縄振興策との連携による相乗効果等があれば記載すること。）
　




３．実施体制
	[bookmark: _GoBack]（１）実施体制図（連携主体で実施する場合、図を用いて説明。一者で申請する場合は記載不要であるが、申請者が沖縄県外企業である場合は、沖縄県内の事業所や施設所有者・運営者との関係を記載すること。）

	

	（２）関係事業者一覧

	代表
機関
	名称：

	
	役割及び責任：

	
	本事業の遂行に必要な技術力、実績・経験、人材等の状況：


	参画事業者１
	名称：

	
	法人番号（自治体・個人事業者の場合は不要）：

	
	担当者所属・役職・氏名（ふりがな）：


	
	住所：〒

	
	電話番号：
	e-mail：

	
	役割及び責任：

	
	本事業の遂行に必要な技術力、実績・経験、人材等の状況：


	参画事業者２
	名称：

	
	法人番号（自治体・個人事業者の場合は不要）：

	
	担当者所属・役職・氏名（ふりがな）：


	
	住所：〒

	
	電話番号：
	e-mail：

	
	役割及び責任：

	
	本事業の遂行に必要な技術力、実績・経験、人材等の状況：


	参画事業者３
	名称：

	
	法人番号（自治体・個人事業者の場合は不要）：

	
	担当者所属・役職・氏名（ふりがな）：


	
	住所：〒

	
	電話番号：
	e-mail：

	
	役割及び責任：

	
	本事業の遂行に必要な技術力、実績・経験、人材等の状況：



※運営者については施設運営経験を有しているか、経験がある場合はいつどのような施設を運営していたかについて記載すること。
※参画事業者が３者以上いる場合は適宜行を追加すること。


４．スケジュール
 受託者

	事業内容
	令和２年
	令和３年

	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	【補助対象部分】
A.施設整備事業
１. 

２. 
施設整備事業にも申請している場合は、本欄も記載してください。

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	

	【補助対象部分】
B.施設活用事業
１. 

２. 

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	

	【補助対象外部分】
１. 

２．
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